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事業者ごとのエネルギー消費量に基づき評価 「連携省エネルギー計画」の認定を受けた者は、連携
省エネの省エネ量を事業者間で分配して定期報告可能に

【現⾏法】 【改正法】
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連携省エネルギー計画の認定制度の創設
※改正法第46条から第50条まで（⼯場・事業場規制）、第117条から第121条まで（荷主規制）、第134条から第138条まで（輸送事業者規制）関係

ケース１ 同⼀業界の事業者間の設備集約

現⾏法では、設備統合側の評価は悪化。省
エネ量を分配可能とし、双⽅にとってプラスとな
るようにする。

ケース３ 荷主間連携による物流効率化

現⾏法でも双⽅ともプラスに評価されるが、
取組への関与の度合い等に応じた柔軟な省
エネ量の分配を可能とすることで取組を促進
する。
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（連携省エネルギー計画の認定）
第四⼗六条 ⼯場等を設置している者は、他の⼯場等を設置している者と連携して⼯場等におけるエネルギーの
使⽤の合理化を推進する場合には、共同で、その連携して⾏うエネルギーの使⽤の合理化のための措置（以
下「連携省エネルギー措置」という。）に関する計画（以下「連携省エネルギー計画」という。）を作成し、経済
産業省令で定めるところにより、これを経済産業⼤⾂に提出して、その連携省エネルギー計画が適当である旨
の認定を受けることができる。

２ 連携省エネルギー計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。
⼀ 連携省エネルギー措置の⽬標
⼆ 連携省エネルギー措置の内容及び実施期間
三 連携省エネルギー措置を⾏う者が設置している⼯場等（当該者が連鎖化事業者である場合にあつては当
該者が⾏う連鎖化事業の加盟者が設置している当該連鎖化事業に係る⼯場等を含み、当該者が認定管
理統括事業者である場合にあつてはその管理関係事業者が設置している⼯場等（当該管理関係事業者
が連鎖化事業者である場合にあつては、当該者が⾏う連鎖化事業の加盟者が設置している当該連鎖化事
業に係る⼯場等を含む。）を含む。）において当該連携省エネルギー措置に関してそれぞれ使⽤したことと
されるエネルギーの量の算出の⽅法

３ 経済産業⼤⾂は、連携省エネルギー計画の適確な作成に資するため、必要な指針を定め、これを公表する
ものとする。

４ 経済産業⼤⾂は、第⼀項の認定の申請があつた場合において、当該申請に係る連携省エネルギー計画が
次の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その認定をするものとする。
⼀ 第⼆項各号に掲げる事項が前項の指針に照らして適切なものであること。
⼆ 第⼆項第⼆号に掲げる事項が確実に実施される⾒込みがあること。 2

改正省エネ法における連携省エネルギー計画の認定制度
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（Ａ社の定期報告書）連携措置実施前

エネルギー使用量

数値 熱量

都市
ガス

２０千㎥ ９００GJ

連携分

産業用
蒸気

１，０００GJ １，０２０GJ

連携分

電気
５００千kWh ４，８８０GJ

連携分

合計

６，２４０ＧＪ

連携分

小計 ６，２４０GJ

 上⼯程をＢ社に統合・集約して⽣産を⾏う連携省エネルギー措置。
 「算出の⽅法」として、エネルギーの使⽤量を半製品の供給量⽐で按分してエネルギー使⽤量を
分配することとした場合。

使⽤したこととされるエネルギーの量の算出の⽅法（⼯程集約のケースの例）

Ａ社は、「蒸気500GJ、電気300千kWh」
を連携省エネ

（Ｂ社の定期報告書）連携措置実施前

エネルギー使用量

数値 熱量

都市
ガス

４０千㎥ １，８００GJ

連携分

産業用
蒸気

２，０００GJ ２，０４０GJ

連携分

電気
６００千kWh ５，８５６GJ

連携分

合計

９，６９６ＧＪ

連携分

小計 ９，６９６GJ

Ｂ社に上⼯程を統合・集約することにより
全体が省エネに

連携省エネルギー措置（実績報告）

エネルギー使用量

全体

数値 熱量

産業用
蒸気 １，２００GJ １，２２４GJ

電気 ６００千kWh ５，８５６GJ

合計 ７，０８０GJ

B社は、「蒸気1,000GJ、電気500千kWh」
を連携省エネ
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（Ａ社の定期報告書）連携措置勘案前

エネルギー使用量

数値 熱量

都市
ガス

２０千㎥ ９００GJ

連携分

産業用
蒸気

5００GJ ５１０GJ

連携分

電気
２００千kWh １，９５２GJ

連携分

合計

３，３６２ＧＪ

連携分

小計 ３，３６２GJ

（Ａ社の定期報告書）連携措置勘案後

エネルギー使用量

数値 熱量

都市
ガス

（連携以外） ２０千㎥ ９００GJ

連携分 ― ―

産業用
蒸気

連携以外 ５００GJ ５１０GJ

連携分 ４００GJ ４０８GJ

電気
連携以外 ２００千kWh １，９５２GJ

連携分 ２００千kWh １，９５２GJ

合計

連携以外 ３，３６２GJ

連携分 ２，３６０GJ

小計 ５，７２２GJ

連携省エネルギー措置（実績報告）

エネルギー使用量

全体

数値 熱量

産業用
蒸気

１，２００GJ １，２２４GJ

電気 ６００千kWh ５，８５６GJ

合計 ７，０８０GJ

連携省エネルギー措置の定期報告への反映 【⼯程集約】

Ａ社に、「蒸気400GJ、電気200千kWh」を分配

（Ｂ社の定期報告書）連携措置勘案前

エネルギー使用量

数値 熱量

都市
ガス

４０千㎥ １，８００GJ

連携分

産業用
蒸気

２，２００GJ ２，２４４GJ

連携分

電気
７００千kWh ６，８３２GJ

連携分

合計

１０，８７６ＧＪ

連携分

小計 １０，８７６GJ

（Ｂ社の定期報告書）連携措置勘案後

エネルギー使用量

数値 熱量

都市
ガス

（連携以外） ４０千㎥ １，８００GJ

連携分 ― ―

産業用
蒸気

連携以外 １，０００GJ １，０２０GJ

連携分 ８００GJ ８１６GJ

電気
連携以外 １００千kWh ９７６GJ

連携分 ４００千kWh ３，９０４GJ

合計

連携以外 ３，７９６GJ

連携分 ４，７２０GJ

小計 ８，５１６GJ

連携省エネルギー措置（実績報告）

エネルギー使用量

Ａ社 Ｂ社

数値 熱量 数値 熱量

産業用
蒸気

４００GJ ４０８GJ ８００GJ ８１６GJ

電気 ２００千kWh １，９５２GJ ４００千kWh ３，９０４GJ

合計 ２，３６０GJ ４，７２０GJ

Ｂ社に、「蒸気800GJ、電気400千kWh」を分配

（半製品）Ａ社︓Ｂ社＝６００個︓１，２００個
→ エネルギー量を１︓２で按分



使⽤したこととされるエネルギーの量の算出の⽅法（熱源集約のケースの例）

連携省エネ措置前 連携省エネ措置後

A社

ボイラ〔蒸気〕
1,000GJ

〔系統電⼒〕
500千kWh

〔都市ガス〕
120千㎥

B社

ボイラ〔蒸気〕
2,000GJ

〔系統電⼒〕
800千kWh

〔都市ガス〕
240千㎥

A社

ボイラ

〔系統電⼒〕
50千kWh

〔都市ガス〕
300千㎥

B社

ボイラ

C社

コージェネ

〔コージェネ電⼒〕

〔蒸気〕

この部分を分配

×

×
〔蒸気〕
2,000GJ

〔蒸気〕
1,000GJ

〔コージェネ電⼒〕
800千kWh

〔コージェネ電⼒〕
450千kWh

熱源を集約することにより
燃料使⽤量が削減され、全体が省エネに

 個別のボイラー設備を廃⽌してコジェネ設備に集約し、C社がＡ社及びＢ社に対して蒸気と電気
を供給する連携省エネルギー措置。

 「算出の⽅法」として、⼀次エネルギー（都市ガス）の使⽤量を実際の使⽤量を踏まえて按分し
てエネルギー使⽤量を分配することとした場合。
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連携省エネルギー措置の定期報告への反映 【熱源集約】

（Ａ社の定期報告書）連携措置勘案前

エネルギー使用量

数値 熱量

都市
ガス

― ―

連携分

産業用
蒸気

１，０００GJ １，０２０GJ

連携分

電気
５００千kWh ４，８８０GJ

連携分

合計

５，９００ＧＪ

連携分

小計 ５，９００GJ

（Ａ社の定期報告書）連携措置勘案後

エネルギー使用量

数値 熱量

都市
ガス

（連携以外） ― ―

連携分 １００千㎥ ４，５００GJ

産業用
蒸気

連携以外 ― ―

連携分 ― ―

電気
連携以外 ５０千kWh ４８８GJ

連携分 ― ―

合計

連携以外 ４８８GJ

連携分 ４，５００GJ

小計 ４，９８８GJ

Ａ社に、「都市ガス100㎥」を分配

（Ｂ社の定期報告書）連携措置勘案前

エネルギー使用量

数値 熱量

都市
ガス

― ―

連携分

産業用
蒸気

２，０００GJ ２，０４０GJ

連携分

電気
８００千kWh ７，８０８GJ

連携分

合計

９，８４８ＧＪ

連携分

小計 ９，８４８GJ

（Ｂ社の定期報告書）連携措置勘案後

エネルギー使用量

数値 熱量

都市
ガス

（連携以外） ― ―

連携分 20０千㎥ ９，０００GJ

産業用
蒸気

連携以外 ― ―

連携分 ― ―

電気
連携以外 ― ―

連携分 ― ―

合計

連携以外 ―

連携分 ９，０００GJ

小計 ９，０００GJ

Ｂ社に、「都市ガス200㎥」を分配

連携省エネルギー措置（実績報告）

エネルギー使用量

全体

数値 熱量

都市
ガス

３００千㎥ １３，５００GJ

連携省エネルギー措置（実績報告）

エネルギー使用量

Ａ社 Ｂ社

数値 熱量 数値 熱量

都市
ガス

１００千㎥ ４，５００GJ ２００千㎥ ９，０００GJ

（エネルギー使⽤実績）Ａ社︓Ｂ社＝１︓２
→ エネルギー量を１︓２で按分


